
※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。   

○ 注6の厚生労働大臣が定める施設基準  

1月当たり延訪問回数が100回以下の指定訪問看護事業所であ   ること  

7 指定訪問看護事業所の看護師等が、別に厚生労働大臣が定める  

地域に居住している利用者に対して、通常の事業の実施地域（指  
定居宅サービス基準第73条第5号に規定する通常の事業の実施地  
域をいう。）を越えて、指定訪問看護を行った場合は、1回につ  

き所定単位数の100分の5に相当する単位数を所定単位数に加算す  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する地域   

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により  
指定された離島振興対策実施地域   

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条  
に規定する奄美群島   

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2条第1項  
に規定する豪雪地帯   

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置等  
に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する辺  
地   

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により  
指定された振興山村   

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2条  
第1項に規定する小笠原諸島   

⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域   
⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の  
促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す  

る特定農山村地域   

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   
1項に規定する過疎地域  
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⑩ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規   

定する離島  

旦 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   

府県知事に届け出た指定訪問看護ステーションが、利用者の同意   

を得て、利用者又はその家族等に対して当該基準により24時間連   

絡体制にあって、かつ、計画的に訪問することとなっていない緊   

急時訪問を必要に応じて行う場合は、緊急時訪問看護加算として、  

1月につき540単位を所定単位数に加算し、指定訪問看護を担当す   
る医療機関（指定居宅サービス基準第60条第1項第2号に規定す   

る指定訪問看護を担当する医療機関をいう。）が、利用者の同意   
を得て、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要   

に応じて行う場合は、緊急時訪問看護加算として、1月につき290   
単位を所定単位数に加算する。  

旦 指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者（別に厚生   

旦 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   
府県知事に届け出た指定訪問看護ステーションが、利用者の同意   
を得て、利用者又はその家族等に対して当該基準により24時間連   
絡体制にあって、かつ、計画的に訪問することとなっていない緊   

急時訪問を必要に応じて行う場合は、緊急時訪問看護加算として、  

1月につき540単位を所定単位数に加算し、指定訪問看護を担当す   
る医療機関（指定居宅サービス基準第60条第1項第2号に規定す   
る指定訪問看護を担当する医療機関をいう。）が、利用者の同意   
を得て、計画的に訪問することとなっていない緊急時訪問を必要   

に応じて行う場合は、緊急時訪問看護加算として、1月につき290   
単位を所定単位数に加算する。  

旦 指定訪問看護に関し特別な管理を必要とする利用者に対して、   
指定訪問看護事業所が、指定訪問看護の実施に関する計画的な管   
理を行った場合は、特別管理加算として、1月につき250単位を所   
定単位数に加算する。   

坦 在宅で死亡した利用者について、別に厚生労働大臣が定める基   
準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問看   
護事業所が、その死亡日前14日以内に2回以上ターミナルケアを   
行った場合（ターミナルケアを行った後、24時間以内に在宅以外   

で死亡した場合を含む。）は、当該者の死亡月lこつき2，000単位を   
所定単位数に加算する。  

労働大臣が定める状態にあるものに限る」に対して、指定訪問   
看護事業所が、指定訪問看護の実施に関する計画的な管理を行っ   
た場合は、特別管理加算として、1月につき250単位を所定単位数   
に加算する。  

旦 在宅で死亡した利用者について、別に厚生労働大臣が定める基   

準に適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定訪問看   
護事業所が、その死亡前24時間以内にターミナルケアを行った場   
合（ターミナルケアを行った後、24時間以内に在宅以外で死亡し  
た場合を含む。）は、瑚200単位を所定単位   

数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

イ ターミナルケアを受ける利用者に  ついて24時間連絡がとれる体   
制を確保しており、かつ、必要に応じて、指定訪問看護を行うこ   
とができる体制を整備していること。  
ロ 主治医との連携の下lこ、訪問看護Iこおけるターミナルケアlこ係   
る計画及び支援体制について利用者及びその家族等に対して説明   

を行い、卿ミナルケアを行っていること。  

n ターミナルケアの提供について利用者の身体状況の変化等必要   
な事項が適切に記録されていること。  
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坦 指定訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（介護老人保  
健施設の医師を除く。）が当該者が急性増悪等により一時的に頻  

回の訪問看護を行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、  

その指示の日から14日間に限って、訪問看護責は、算定しない。   

逆 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施  

設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特  

定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所  
者生活介護を受けている間は、訪問看護責は、算定しない。  

ハ サービス提供体制強化加算  6単位  

乙 指定訪問看護を利用しようとする者の主治の医師（介護老人保   
健施設の医師を除く。）が当該者が急性増悪等により一時的に頻   
回の訪問看護を行う必要がある旨の特別の指示を行った場合は、   

その指示の日から14日間に限って、訪問看護責は、算定しない。  

邑 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施   
設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特   

定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所   
者生活介護を受けている間は、訪問看護費は、算定しない。  

注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道   

府県知事に届け出た指定訪問看護事業所が、利用者に対し、指定   

訪問看護を行った場合は、1回につき所定単位数を加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。  

○ 次に掲げる基準のいずれにも適合すること   

① 当該指定訪問看護事業所のすべての看護師等に対し、看護師  
等ごとに研修計画を作成し、当該計画に従い、研修（外部にお  

ける研修を含む。）を実施又は実施を予定していること。   

② 利用者に関する情報若しくはサービス提供に当たっての留意  
事項の伝達又は当該指定訪問看護事業所における看護師等の技  

術指導を目的とした会議を定期的に開催すること。   

③ 当該指定訪問看護事業所のすべての看護師等に対し、健康診    断等を定期的に実施すること 
。  

④ 当該指定訪問看護事業所の看護師等の総数のうち、勤続年数  
3年以上の者の占める割合が100分の30以上であること。  

4 訪問リハビリテーション費  4 訪問リハビリテーション責（1日につき）  500単位  

305単位   イ 訪問リハビリテーション責（1回につき）  

通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事  

業所（指定居宅サービス基準第76条第1項に規定する指定訪問リ  
ハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）の理学療法士、作  
業療法士又は言語聴覚士（以下この号において「理学療法士等」  
という。）が、計画的な医学的管理を行っている医師の指示に基  

注1 通院が困難な利用者に対して、指定訪問リハビリテーション事  

業所（指定居宅サービス基準第76条第1項に規定する指定訪問リ  
ハビリテーション事業所をいう。以下同じ。）の理学療法士、作  

業療法士又は言語聴覚士が、計画的な医学的管理を行っている医  
師の指示に基づき、指定訪問リハビリテーション（指定居宅サー  
ビス基準第75条に規定する指定訪問リハビリテーションをいう。  づき、指定訪問リハビリテーション（指定居宅サービス基準第75  
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以下同じ。）を行った場合に算定する。  条に規定する指定訪問リハビリテーションをいう。以下同じ。）   

を行った場合に算定する。  

2 指定訪問リハビリテーション事業所の理学療法士等が、別に厚  

生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通草の  
事業の実施地域（指定居宅サービス基準第82条第5号に規定する  
通常の事業の実施地域をいう。）を越えて、指定訪問リハビリテ  

－ションを行った場合は、1回につき所定単位数の100分の5に相  

当する単位数を所定単位数に加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める地域の内容は以下のとおり。   

○ 次のいずれかに該当する地域   

① 離島振興法（昭和28年法律第72号）第2条第1項の規定により  
指定された離島振興対策実施地域   

② 奄美群島振興開発特別措置法（昭和29年法律第189号）第1条  

に規定する奄美群島   

③ 豪雪地帯対策特別措置法（昭和37年法律第73号）第2粂第1項  
に規定する豪雪地帯   

④ 辺地に係る公共的施設の総合整備のための財政上の特別措置  

等に関する法律（昭和37年法律第88号）第2条第1項に規定する  
辺地   

⑤ 山村振興法（昭和40年法律第64号）第7条第1項の規定により   指定された振興山村   

⑥ 小笠原諸島振興開発特別措置法（昭和44年法律第79号）第2条  
第1項に規定する小笠原諸島  
⑦ 半島振興法（昭和60年法律第63号）第1条に規定する半島地域   

⑧ 特定農山村地域における農林業等の活性化のための基盤整備の  
促進に関する法律（平成5年法律第72号）第2条第1項に規定す  
る特定農山村地域   

⑨ 過疎地域自立促進特別措置法（平成12年法律第15号）第2条第   
1項に規定する過疎地域   

⑱ 沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号）第3条第3号に規  
定する離島  

2 次に掲げるいずれの基準にも適合する指定訪問リハビリテーシ  
ヨン事業所について、リハビリテーションマネジメント加算とし  
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て、1日につき20単位を所定単位数に加算する。  

イ 医師、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士その他の職種の  
者が共同して、利用者ごとのリハビリテtション実施計画を作  

成していること。  

ロ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画に従い医師の指示  
を受けた理学療法士、作業療法士又は言語聴覚士が指定訪問リ  
ハビリテーションを行っているとともに、利用者の状態を定期  

的に記録していること。  

ハ 利用者ごとのリハビリテーション実施計画の進捗状況を定期   
的に評価し、必要に応じて当該計画を見直していること。  

ニ 指定訪問リハビリテーション事業所の従業者が、指定居宅介  

護支援事業者（法第46条第1項に規定する指定居宅介護支援事  
業者をいう。以下同じ。）を通じて、指定訪問介護の事業その  

他の指定居宅サービス事業に係る従業者に対し、リハビリテー  
ションの観点から、日常生活上の留意点、介護のエ夫等の情報  

を伝達していること。  

3 利用者に対して、集中的に指定訪問リハビリテーションを行っ   
た場合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、次に掲   

げる区分に応じ、1日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加   
算する。ただし、この場合において、リハビリテーションマネジ  

3 手り用者に対して、集中的に指定訪問リハビリテーションを行っ   
た場合は、短期集中リハビリテーション実施加算として、次に掲   

げる区分に応じ、1日につき次に掲げる単位数を所定単位数に加   
算する。  

イ 利用者がリハビリテーションを必要とする状態の原因となっ  

た疾患等の治療等のために入院若しくは入所した病院若しくは   
診療所若しくは介護保険施設から退院若しくは退所した日（以   
下「退院（所）日」という。）又は法第27条第1項に規定する   
要介護認定を受けた日（以下「認定日」という。）から起算し  
て1月以内の期間に行われた場合  340単位  

メント加算を算定していない場合は、算定しなし㌔  

イ 利用者がリハビリテーションを必要とする状態の原因となっ   

た疾患等の治療等のために入院若しくは入所した病院若しくは   
診療所若しくは介護保険施設から退院若しくは退所した日（以   
下「退院（所）日」という。）又は法第27条第1項に規定する   
要介護認定を受けた日（以下「認定日」という。）から起算し   

て1月以内の期間に行われた場合  330単位   

ロ 退院（所）日又は認定日から起算して1月を超え3月以内の  

期間に行われた場合  200単位  

4 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施   
設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特   
定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所   
者生活介護を受けている間は、訪問リハビリテーション責は、算   

定しない。  

口 退院（所）日又は認定日から起算して1月を超え3月以内の  

期間に行われた場合  200単位   

4 利用者が短期入所生活介護、短期入所療養介護若しくは特定施  
設入居者生活介護又は認知症対応型共同生活介護、地域密着型特  

定施設入居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所  
者生活介護を受けている間は、訪問リハビリテーション貴は、算  

定しない。  

ロ サービス提供体制強化加算  6単位  
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注 別に厚生労働大臣が定める基準に適合しているものとして都道  

府県知事に届け出た指定訪問リハビリテーション事業所が、利用  
者に対し、指定訪問リハビリテーションを行った場合は、1回に  
つき所定単位数を加算する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

○ 当該指定訪問リハビリテーション事業所の指定訪問リハビリテ  

ーションを利用者に直接提供する理学療法士等のうち、勤続年数  
3年以上の者がいること。  

5 居宅療養管理指導費   

イ 医師又は歯科医師が行う場合   

（1）居宅療養管理指導責（Ⅰ）   

（2）居宅療養管理指導費（Ⅱ）  

5 居宅療養管理指導費   

イ 医師又は歯科医師が行う場合   

（1）居宅療養管理指導責（Ⅰ）   

（2）居宅療養管理指導費（Ⅱ）  

500単位  

290単位  

500単位  

290単位  

注1 通院が困難な利用者に対して、指定居宅療養管理指導事業所（指  

定居宅サービス基準第85条第1項に規定する指定居宅療養管理指  
導事業所をいう。以下同じ。）の医師又は歯科医師が、当該利用  
者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理又は歯科  

医学的管理に基づき、指定居宅介護支援事業者（法第46条第1項   

注1 通院が困難な利用者に対して、指定居宅療養管理指導事業所（指  

定居宅サービス基準第85条第1項に規定する指定居宅療養管理指  
導事業所をいう。以下同じ。）の医師又は歯科医師が、当該利用  
者の居宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理又は歯科  

医学的管理に基づき、指定居宅介護支援事業者その他の事業者に  
対する居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供（利用者の同  

意を得て行うものに限る。）並びに利用者若しくはその家族等に  

対する居宅サービスを利用する上での留意点、介護方法等につい  
ての指導及び助言を行った場合に、1月に2回を限度として算定  
する。  

2 （1）について、指定居宅介護支援事業者等に対する情報提供を行  

わなかった場合は、1回につき100単位を所定単位数から減算する。   

3 （1）については、（2）以外の場合に、（2）については、診療報酬の  

算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第一医科診療報  
酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という。）の在宅時医学  
総合管理料を算定する利用者に対して、医師が、当該利用者の居  

宅を訪問して行う計画的かつ継続的な医学的管理に基づき、指定  

居宅介護支援事業者その他の事業者に対する居宅サービス計画の  
策定等に必要な情報提供（利用者の同意を得て行うものに限る。）  

を行った場合に、所定単位数を算定する。  

に規定する指定居宅介護支援事業者をいう。以下同じ。）その他   

の事業者に対する居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供（利   

用者の同意を得て行うものに限る。）並びに利用者若しくはその   
家族等に対する居宅サービスを利用する上での留意点、介護方法   
等についての指導及び助言を行った場合に、1月に2回を限度と   
して算定する。  

2 （1）について、指定居宅介護支援事業者等に対する情報提供を行   

わなかった場合は、1回につき100単位を所定単位数から減算する。  

3 （りについては、（2）以外の場合に、（2）については、診療報酬の   

算定方法（平成20年厚生労働省告示第59号）別表第一医科診療報   
酬点数表（以下「医科診療報酬点数表」という。）の在宅時医学   

総合管理料又は特定施設入居時等医学総合管理料を算定する利用   
者に対して、医師が、当該利用者の居宅を訪問して行う計画的か   

つ継続的な医学的管理に基づき、指定居宅介護支援事業者その他   
の事業者に対する居宅サービス計画の策定等に必要な情報提供（利   

用者の同意を得て行うものに限る。）を行った場合に、所定単位  
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数を算定する。  

ロ 薬剤師が行う場合  

1：病院又は診療所の薬剤師が行う場合  

ロ 薬剤師が行う場合   

廿 病院又は診療所の薬剤師が行う場合  
宮月の1回目又は2回目の算定の場合   550単位  

385単位   

500単位  

350単位  

在宅の利用者に脚  

居住系施設入居者等に対して行う場合  

、  

550単位  

300単位  ⊆」月の3回目以降の算定旦昼貪  
（2）薬局の薬剤師が行う場合   

二 

こ）月の2回目以降の算定の場合  

（2：薬局の薬剤師が行う場合  

在宅の利用者に対して行う場合  ＿ 嬰0単位  

300単位  二）居住系施設入居者等に対して行う場合  注11u出納ほ三（昭和38   
年法律第1準星L星型条里些 

条の6に規定する軽費老人ホ御担9条第1項lこ規  
定する有料老人ホーム若しくは高齢者の居住の安定確保に関する   

法律施行規則（平蜘引こ規   
星互旦蜘所している者又は法  

第8条第17項に規定する小規模多機能型居宅介蓮」指定地埋塑量   聖…巨（平成柑年   
厚生労働省令第34号し第63条簑阜項に現遷する宿泊サービスに限   

る。）、頗舌介護を受  
けている者（以下「居住系施設入居者等」という。）を除く。以   
下この号において同じ。）‾岬   
主星び（購フいては、居住系施設入居者等であって通院が困難   

幽て、‡旨星屑宅療養萱理‡旨導事業所の薬剤師が、医師  
又は歯科医師の指示（薬局の薬剤師にをっては、医師又は歯科医  
師の指示に基づき、当該薬剤師が策定した薬学的管理指導言†画）   

に基づき、豊艶型旦登を訪問し、薬学的な管理指導を行い、関係   

些摩への必要な報告選び情報提供を行った場合lこつき、1J引こ2   
型 

し、瑚引こ対  

して、望郷った場合は、   
1週に2回、かつ、1月に8回を限度として算定する。  

注1通院が困難な利甲者に対週   
霊剣師が、瑚をフては、   
医師又は歯科医師の指示に基づき、当該薬剤師が策定した薬学的   

学理指導計画）に基づき、望郷   
管理指導亘行った場合に、1月に2回（薬局の薬剤師に塵ユ王逓   

旦月 を限度として算定する ただし、鱒＝こ厚生労働大臣か定め   

星章lこ対して、当該利用者の居宅を訪問し、薬学的な管理指導を   
行った場合は、（1）（二）又は（2）（二）の場合lこついて、1週lこ2匝L  

かつ、1月に8回を限度として算定する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める者の内容は以下のとおり   

○ 末期の悪性腫瘍の者   

○ 中心静脈栄養を受けている者  
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2 居宅において療病緩和のために別  に厚生労働大臣が定める特別   2 療病緩和のために別に厚生労働大臣が定める特別な薬剤の投薬   

が行われている在宅の利用者又は居住系施設入居者等に対して、  
当該薬剤の使用に関する必要な薬学的管理指導を行った場合は、   

1回につき100単位を所定単位数に加算する。  

ハ 管理栄養士が行う場合  （1）御 530単位  （2）即 450単位   
注 通院又は適所が困難な在宅の利用者又は居住系施設入居者等に   
対して、次に掲げるいずれの基準にも適合する指定居宅療養管理   
指導事業所の管理栄養士が、計画的な医学的管理を行っている医   
師の指示に基づき、当該利用者を訪l問し、栄養管理に係る情報提   

供及び指導又は助言を行った場合に、1月に2回を限度として算  
定する。  

イ 別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする利用者又は低  
栄養状態にあると医師が判断した者に対して、医師、歯科医師、  

管理栄養士、看護師、薬剤師その他の職種の者が共同して、利  
用者ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計  
画を作成していること。  

ロ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているとと  

もに、利用者又はその家族等に対して、栄養管理に係る情報提  

供及び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録  
していること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必  

要に応じて当該計画を見直していること。  

な薬剤の投薬が行われている型旦量に対して、当該薬剤の使用に   
関する必要な薬学的管壇指導を行った場合は、1回につき100単位  
を所定単位数に加算する。  

ハ働  530単位  

注 通院又は適所が困難な製旦量に対して、次に掲げるいずれの基準   
にも適合する指定居宅療養管理指導事業所の管理栄養士が、計画的   
な医学的管理を行っている医師の指示に基づき、当該利用者の居宅   
を訪問し、栄養管理に係る情報提供及び指導又は助言を行った場合   

に、1月に2回を限度として算定する。  

イ 別に厚生労働大臣が定める特別食を必要とする利用者又は低栄   

養状態にあると医師が判断した者に対して、医師、歯科医師、管   

理栄養士、看護師、薬剤師その他の職種の者が共同して、利用者  
ごとの摂食・噴下機能及び食形態にも配慮した栄養ケア計画を作  
成していること。   

ロ 利用者ごとの栄養ケア計画に従い栄養管理を行っているととも   

に、利用者又はその家族等に対して、栄養管理に係る情報提供及   
び指導又は助言を行い、利用者の栄養状態を定期的に記録してい  
ること。   

ハ 利用者ごとの栄養ケア計画の進捗状況を定期的に評価し、必要  
に応じて当該計画を見直していること。  

※ 別に厚生労働大臣が定める特別食の内容は以下のとおり。  

疾病治療の直接手段として、医師の発行する食事せんに基づき   
提供された適切な栄養量及び内容を有する腎臓病食、肝臓病食、   

糖尿病食、胃潰瘍食、貧血食、膵臓病食、脂質異常症食、痛風食、   
噴下困難者のための流動食、経菅栄養のための濃厚流動食及び特   
別な場合の検査食（単なる流動食及び軟食を除く。）  

歯科衛生士等が行う場合  350単位  二 歯科衛生士等が行う場合   

川御   

－？）居住系施設入居者等に対して行う場合  

350単位  

300単位  
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注 通院又は通所が困難な在宅の利用者又は居住系施設入居者等に   
対して、次に掲げるいずれの基準にも適合する指定居宅療養管理   

指導事業所の歯科衛生士、保健師又は看護職員が、当該利用者に   

対して訪問歯科診療を行った歯科医師の指示に基づき、当該利用  

注 通院又は通所が困難な剋貝量に対して、次に掲げるいずれの基準   

にも適合する指定居宅療養管理指導事業所の歯科衛生士、保健師又   
は看護職員が、当該利用者に対して訪問歯科診療を行った歯科医師   

の指示に基づき、当該利用者の居宅を訪問し、実地指導を行った場   

合に、1月に4回を限度として算定する。  

イ 居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断した者（その  

実施に同意する者に限る。）に対して、歯科衛生士、保健師又は  
看護職員が、当該利用者の居宅を訪問し、歯科医師、歯科衛生士  
その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛生状態及び摂  
食・噴下機能に配慮した管理指導計画を作成していること。   

ロ 利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当該  

利用者の口腔内の清掃、有床義歯の清掃又は摂食・疇下機能に関  
する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族等に対  

して、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、定期的  

に記録していること。   

ハ 利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必要  

に応じて当該計画を見直していること。  

者を訪問し、実地指導を行った場合に、1月に4回を限度として  

算定する。  

イ 居宅療養管理指導が必要であると歯科医師が判断した者（そ  

の実施に同意する者に限る。）に対して、歯科衛生士、保健師  

又は看護職員が、当該利用者を訪問し、歯科医師、歯科衛生士  

その他の職種の者が共同して、利用者ごとの口腔衛生状態及び  

摂食・唾下機能に配慮した管理指導計画を作成していること。  

口 利用者ごとの管理指導計画に従い療養上必要な指導として当  

該利用者の口腔内の清掃、有床義歯の清掃又は摂食・疇下機能  

に関する実地指導を行っているとともに、利用者又はその家族  

等に対して、実地指導に係る情報提供及び指導又は助言を行い、  

定期的に記録していること。  

ハ 利用者ごとの管理指導計画の進捗状況を定期的に評価し、必  

要に応じて当該計画を見直していること。  

ホ潮 400単位  

注1 通院が困難な利用者であって、医師が看護職員による居宅療養  

管理指導が必要であると判断した者に対して、指定居宅療養管理  

指導事業所の看護職員が当該利用者を訪問し、療養上の相談及び  
支援を行った場合は、法第27条に規定する要介護認定、法第28条  

に規定する要介護認定の更新又は法第29条に規定する要介護状態  
区分の変更の認定に伴い作成された居宅サービス計画に基づく指  

定居宅サービス（法第41条第1項に規定する指定居宅サービスを  
いう。）の提供を開始してからの2月の間に1回を限度として算  

定する。ただし、准看護師が指定居宅療養管理指導を行った場合   

は、所定単位数の100分の901こ相当する単位数を算定する。  

2 手り用者が定期的に通院している場合若しくは定期的に訪問診療  
を受けている場合又は利用者が訪問看護、訪問リハビリテーショ  

ン、短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活  
介護若しくは認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入  

居者生活介護若しくは地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介  

護を受けている間は、算定しない。  
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6 適所介護責   

イ 小規模型通所介護責   

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合  

出 要介護1  
旦 要介護2  

旦 要介護3  

胆 要介護4  
旦 要介護5   

（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

出 要介護1  
旦 要介護2  
旦 要介護3  

凰 要介護4  
旦 要介護5   

（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

出 要介護1  
旦 要介護2  
旦 要介護3  

胆 要介護4  
旦 要介護5   

ロ 通常規模型適所介護費   

上1）所要時間3時間以上4時間未満の場合  

出 要介護1  
旦 要介護2  
旦 要介護3  

凰 要介護4  

旦 要介護5   

（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

出 要介護1  
（コ 要介護2  

6 通所介護責   

イ 小規模型通所介護章   

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合  
（－）経過的要介護  396単位   

437単位  

504単位  

570単位  

636単位  

702単位  

旦 要介護1   

旦 要介護2   

上軋 要介護3   

旦 要介護4   

盟 要介護5  

（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

（－）経過的要介護  

437単位  

504単位  

570単位  

636単位  

702単位   

529単位  

588単位  

683単位  

778単位  

872単位  

967単位   

588単位  

683単位  

778単位  

872単位  

967単位   

707単位   

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

二
三
匹
五
丁
‥
 
 3）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

ト）経過的要介護  
790単位   

922単位  

1，055単位  

1，187単位  

1，320単位  

790単位   

922単位  

1，055単位  

1，187単位  

1，320単位  

旦 要介護1   

旦 要介護2   

上軋 要介護3   

盟 要介護4   

盟 要介護5  

ロ 通常規模型通所介護責  

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合   

（－）経過的要介護  346単位  

381単位  

437単位  

493単位  

549単位  

605単位  

381単位  

437単位  

493単位  

549単位  

605単位   

458単位  

508単位  

588単位  

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

二
二
ニ
ー
旦
王
∵
エ
 
 

2）所要時間4時間以上6時間未満の場合  

二 

旦 要介護1   

亡）要介護2  

508単位  

588単位   
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剋 要介護3   

旦 要介護4   

上粗 宴介護5  

（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

（－）経過的要介護   

668単位   

748単位   

828単位   

608単位   

677単位   

789単位   

901単位  

1，013単位  

1，125単位   

旦 要介護3   

剋 要介護4   

堕1要介護5  
（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合  

668単位  

748単位  

828単位  

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

要介護5  

二
＝
薫
…
二
 
 

要介護1  

要介護2  

要介護3  

要介護4  

ー
‖
二
．
＝
：
ヱ
 
 

677単位   

789単位   

901単位  

1，013単位  

1，125単位  旦 要介護5  

／＼大規模型適所介護費（Ⅰ）  

（1）所要時間3時間以上4時間未満の場合  
宮 要介護1  
（ニ要介護2  

375単位  

430単位  息 要介護3 亡ユ閲 4鱒学位  
（四）要介護4  540単位  

伍〕要介護5  595単位  

（2）所要時間4時間以＿上6時間未満の場合  

ト〕要介護1  499単位  

（コ 要介護2  578単位  （三）要介護3 亡㈲ 657単位  
（四）要介護4  735単位   

伍）要介護5  

（3）所要時間6時間以上8時間未満の場合  
814単位   

665単位  

776単位  

886単位  

996単位  

卜）要介護1  

に）要介護2  

仁）要介護3  

㈲要介護4   

伍㈲   

木規模型適所介瓢勘Ⅱl  

川 所要時間3時間以上4時間未満の場合  

1，106単位  

ト）要介護1  

に）要介護2  

旦 要介護3  

（四）要介護4  

365単位  

418単位  

472単位  

525単位   
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（五）要介護5  579単位  

（2）所要時間4時間以上6時間未満の場合  
（－）要介護1  486単位  

（二）要介護2  563単位  

（三）要介護3  639単位  

（四）要介護4  716単位  

伍）要介護5  792単位  

欄引間6時間以＿上8時間未満の場合  

ト）要介護1  648単位  

に）要介護2  755単位  

（三）要介護3  862単位  

（四）要介護4  969単位  

伍）要介護5  1，077単位  

乙！療養通所介護責  

（1）所要時間3時間以上6時間未満の場合  1，000単位  

（2）所要時間6時間以上8時間未満の場合  1，500単位  

注1 イ及びロについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合  

しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護事業所  

（指定居宅サービス基準第93条第1項に規定する指定適所介護事  
業所をいう。以下同じ。）において、指定通所介護（指定居宅サ  
ービス基準第92条に規定する指定通所介護をいう。以下同じ。）  

を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要  

介護状態区分に応じて、現に要した時間ではなく、適所介護計画  

（指定居宅サービス基準第99条第1項に規定する適所介護計画を  
いう。）に位置付けられた内容の指定通所介護を行うのに要する  

標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用  
者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣  
が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるとこ  

ろにより算定する。  

垂＿ 療養適所介護費  

（1）所要時間3時間以上6時間未満の場合  1．000単位  

（2）所要時間6時間以上8時間未満の場合  1，500単位  

注1 イからこまでについて、別に厚生労働大臣が定める施設基準に  

適合しているものとして都道府県知事に届け出た指定通所介護事  

業所（指定居宅サービス基準第93条第1項に規定する指定通所介  
護事業所をいう。以下同じ。）において、指定通所介護（指定居  
宅サービス基準第92条に規定する指定適所介護をいう。以下同じ。）  

を行った場合に、当該施設基準に掲げる区分に従い、利用者の要  

介護状態区分に応じて、現に要した時間ではなく、通所介護計画  

（指定居宅サービス基準第99条第1項に規定する通所介護計画を  
いう。）に位置付けられた内容の指定通所介護を行うのに要する  

標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利用  
者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大臣  
が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めるとこ  

ろにより算定する。  

※ 別に厚生労働大臣が定める施設基準の内容は以下のとおり。   

イ 小規模型適所介護費を算定すべき指定通所介護の施設基準   
（1）前年度の1月当たりの平均利用延人員数（当該指定適所介護  

事業所に係る指定通所介護事業者が指定介護予防通所介護事業  
者の指定を併せて受け、かつ、一体的に事業を実施している場  
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合は、当該指定介護予防適所介護事業所における前年度の1月  
当たりの平均利用延人員数を含む。以下口及びハにおいて同  

じ。）が300人以内の指定適所介護事業所であること。  

（2）指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基  

準（平成‖年厚生省令第37号。以下「指定居宅サービス基準」  

という。）第93条に定める看護職員（看護師又は准看護師をい  
う。以下同じ。）又は介護職員の員数を置いていること。  

ロ 通常規模型通所介護責を算定すべき指定通所介護の施設基準  
（1）イ（1＝こ該当しない事業所であって、前年度の1月当たりの平  

均利用延人員数が750人以内の指定通所介護事業所であること。  

（2）イ（2）に該当するものであること。  

ハ瀾費（Ⅰ）を算定すべきf旨定適所介護の施設基準   
川 イ（1）及び口（＝こ該当しない事業所であって、前年度（乃1月当  

たりの平均利用延人員数が900人以内の指定適所介護事業所で  

あるこL  
（2）…lこ該当するものであること。  

二瀾蒙（Ⅱ）を算定すべき指定通所介護の施設基準   
川 イ川、ロ川及びハ（1＝こ該当しない事業所であること。  

（2）イ（2＝こ該当するものであること。  

ホ 療養通所介護責を算定すべき指定療養通所介護の施設基準  
（略）  

※ 別に厚生労働大臣が定める基準の内容は以下のとおり。   

イ 指定通所介護の月平均の利用者の数（指定通所介護事業者が指  

定介護予防通所介護事業者の指定を併せて受け、かつ、指定通所  

介護の事業と指定介護予防通所介護の事業とが同一の事業所にお  
いて一体的に運営されている場合にあっては、指定通所介護の利  

用者の数及び指定介護予防通所介護の利用者の数の合計数）が次  
の表の上欄に掲げる基準に該当する場合における適所介護費（小  

規模型通所介護費、通常規模型通所介護費、大規模型通所介護責   
（Ⅰ）又は大規模型適所介護費（Ⅱ）に限る。）については、同表の  

下欄に掲げるところにより算定する。  

厚生労働大臣が定める通所介護貴の  厚生労働大臣が定める   
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利用者の数の基準  算定方法  

指定居宅サービスに要する費用の額  
の算定に関する基準（平成12年厚生  

省告示第19号）別表指定居宅サービ  
ス介護給付貴単位数表（以下「指定  
居宅サービス介護給付責単位数表」  

という。）の所定単位数に100分の70  

を乗じて得た単位数を用いて、指定  
居宅サービスに要する責用の額の算  
定に関する基準の例により算定する。  

介護保険法施行規則  
（平成11年厚生省令第  

36号。以下「施行規則」  

という。）第119条の  

規定に基づき都道府県  

知事に提出した運営規  

程に定められている利  

用定員を超えること。  

ロ （略）  

ハ 指定通所介護事業所の看護職員（看護師又は准看護師をいう。   

以下同じ。）又は介護職員の員数が次の表の上欄に掲げる員数の   

基準に該当する場合における通所介護責（小規模型通所介護費L   

通常規模型通所介護費、大規模型通所介護責（Ⅰ）又は大規模型通  
所介護費（Ⅱ）に限る。）については、同表の下欄に掲げるところ  

により算定する。  

厚生労働大臣が定める  厚生労働大臣が定める適所介護費の   

看護職員又は介護職員  

の員数の基準   

指定居宅サービス基準  指定居宅サービス介護給付貴単位数   
第93条に定める員数を  表の所定単位数に100分の70を乗じて   

置いていないこと。   得た単位数を用いて、指定居宅サー  

ビスに要する費用の額の算定に閲す  

る基準の例により算定する。   

2 1！について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい   

るものとして都道府県知事に届け出た指定療養適所介護事業所（指   

定居宅サービス基準第105条の4第1項に規定する指定療養通所介  

2 杢＿について、別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合してい   

るものとして都道府県知事に届け出た指定療養通所介護事業所（指   

定居宅サービス基準第105条の4第1項に規定する指定療養通所介  
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護事業所をいう。以下同じ。）において、利用者（別に厚生労働  護事業所をいう。）において、利用者（別に厚生労働大臣が定め   

る者に限る。）について、指定療養通所介護（指定居宅サービス   

基準第105条の2に規定する指定療養通所介護をいう。）を行った   
場合に、現に要した時間ではなく、療養通所介護計画（指定居宅   

サービス基準第105条の12第1項に規定する療養通所介護計画をい   
う。）に位置付けられた内容の指定療養通所介護を行うのに要す   
る標準的な時間で、それぞれ所定単位数を算定する。ただし、利   

用者の数又は看護職員若しくは介護職員の員数が別に厚生労働大   
臣が定める基準に該当する場合は、別に厚生労働大臣が定めると   
ころにより算定する。  

3 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所   

要時間2時間以上3時間未満の指定適所介護を行う場合は、注1   
の施設基準に掲げる区分に従い、イ（1）又はロ（1）の所定単位数の1   

大臣が定める者に限る。）について、指定療養通所介護（指定居  
宅サービス基準第105条の2に規定する指定療養通所介護をいうL  
以下同じ。）を行った場合に、現に要した時間ではなく、療養通   
所介護計画（指定居宅サービス基準第105条の12第1項に規定する   
療養通所介護計画をいう。）に位置付けられた内容の指定療養通   
所介護を行うのに要する標準的な時間で、それぞれ所定単位数を   

算定する。ただし、利用者の数又は看護職員若しくは介護職員の   

員数が別に厚生労働大臣が定める基準に該当する場合は、別に厚   

生労働大臣が定めるところにより算定する。  

3 別に厚生労働大臣が定める基準に適合する利用者に対して、所   
要時間2時間以上3時間未満の指定通所介護を行う場合は、注1  

ハ（り又は二（り  の施設基準に掲げる区分に従い、イ（1）、ロ（1）   

の所定単位数の100分の70に相当する単位数を算定する。  00分の70に相当する単位数を算定する。  

4 別に厚生労働大臣が定める施設基準に適合する指定通所介護事  

業所において、指定通所介護を行った場合は、ロの所定単位数の1  

00分の90に相当する単位数を算定する。   

イ及びロについては、日常生活上の世話を行った後に引き続き  4 イからこまでについては、日常生活上の世話を行った後に引き   旦  

続き所要時間6時間以上8時間未満の指定通所介護を行った場合   
又は所要時間6時間以上8時間未満の指定通所介護を行った後に   
引き続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該指定通所   

介護の所要時間と当該指定適所介護の前後に行った日常生活上の   
世話の所要時間を通算した時間（以下この注において「算定対象   
時間」という。）が8時間以上となるときは、算定対象時間が8   
時間以上9時間未満の場合は50単位を、9時間以上10時間未満の   

場合は100単位を所定単位数に加算する。  

5 指定適所介護事業所又は指定療養通所介護事業所の従業者（指  

所要時間6時間以上8時間未満の指定通所介護を行った場合又は  
所要時間6時間以上8時間未満の指定通所介護を行った後に引き  
続き日常生活上の世話を行った場合であって、当該指定通所介護  

の所要時間と当該指定適所介護の前後に行った日常生活上の世話  
の所要時間を通算した時間（以下この注において「算定対象時間」  

という。）が8時間以上となるときは、算定対象時間が8時間以  
上9時間未満の場合は50単位を、9時間以上10時間未満の場合は1  

00単位を所定単位数に加算する。  

定居宅サービス基準第93条第1項1こ規定する適所介護従業者又は  

第105条の4に規定する療養適所介護従業者をいう」が、丹‖こ厚  
生労働大臣が定める地域に居住している利用者に対して、通常の  
事業の実施地域（指定居宅サービス基準第100条第6号又は第1粥  
条の15第6号に規定する通常の事業の実施地域をいう。）を越え  

て、指定適所介護又は指定療養通所介護を行った場合は、1日に  

つき所定単位数の100分の5に相当する単位数を所定単位数に加算  
する。   
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